
-7-(4)
公文書の一部開示，不開示に係る不開示事項別内訳開示請求に対して一部開示及び不開示決定を行った案件に係る不開示事項別の内訳は，次のとおりです。内訳は，個人に関する情報
(82,71
）が最も多く
1,832
件，次いで法旧条例第条第号新条例第条第号旧条例第条第号新条例第条第号旧条人等に関する情報（
83,72
）
1,412
件，事務又は事業に関する情報（
88,76
）
1,072
件の順となっており，この３つで全体の
78.6
％を占めてい例第条第号新条例第条第号ることから，不開示理由が一部の不開示事項に集中しています。ア旧条例の下での状況計の構成比非開示事項の区分
(
該当号
)63
元２３４５６７８９
101112
計法令秘情報（第１号）
000000000021030.1
個人情報（第２号）
143297181835873279992421,37440.0
事業活動情報（第３号）
000281311641812871884287725.5
犯罪捜査等情報（第４号）
0000000144352027912.6
国等協力関係情報（第５号）
000000044010090.3
意思形成過程情報（第６号）
0000223819914927932.7
合議制機関情報（第７号）
0000004514210170.5
行政運営情報（第８号）
031222610834331881584697028.2
非公開条件情報（第９号）
000000021000030.1
計
174621123442713777903052691843,437100.0
一部開示，不開示の決定件数
143311725228622376184133961,693
イ新条例の施行以降の状況計の構成比不開示事項の区分
(
該当号
)13141516
計個人に関する情報（第１号）
4610214316745822.3
個人情報（旧第２号）法人等に関する情報（第２号）※平成１３年４月１日
443121176253526.0
事業活動情報（旧第３号）前に作成し，又は取得法令秘情報（第３号）した公文書について
001010.1
〃（旧第１号）は，旧条例第８条の適公共の安全等に関する情報（第４号）用を受けることから，
16121059622911.1
犯罪捜査等情報（旧第４号）同条各号による分類も審議，検討等に関する情報（第５号）併記しています。ま
6202100.5
意思形成過程情報（旧第６号）た，表中で２段になっ合議制機関情報（旧第７号）
002130.1
ている区分のうち，上事務又は事業に関する情報（第６号）段は新条例第７条各号
222038221025.0
行政運営情報（旧第８号）の不開示事項を，下段文書不存在
263619310758728.6
は上段に相当する旧条存否応答拒否
331180.4
例第８条各号の不開示適用除外
0136841215.9
事項を表したもので計
1638135365412,053100.0
す。一部開示，不開示の決定件数


